
ベニズワイ（Chionoecetes japonicus）は，日本海，オ

ホーツク海，犬吠埼から北海道の沖合に至る太平洋の，

水深５００～１，７００m を中心に分布するクモガニ科の甲殻類

である（三橋，２００３）。日本海の北海道南西部沖合で

は，１９７８～２０１１年の間，主として水深８００～１，８００m の海

域（Fig．１）においてベニズワイ漁業の企業化を目的とし

て，かにかごによる試験操業が実施された。着業隻数は

１～４隻，漁期は３～１０月の範囲で年代によって変化

し，２００１年以降は松前港と江差港を根拠とする２隻の体

制で，２００５年以降は３月１日から８月３１日までの漁期で

実施された（Table１）。近年は１，０００トン以上の漁獲があ

り，経営状態も安定していることなどを踏まえ２０１２年漁

期から知事許可漁業（本操業）に移行した。

着業者には許可の条件として，操業ごとの位置情報や

銘柄別漁獲量の報告と毎月３回を原則とする漁獲物測定

調査が義務づけられている。１９９５年からは北海道立水産

試験場（現北海道立総合研究機構水産研究本部）によっ

て，操業データに基づく資源評価と生物学的許容漁獲量

（ABC：Allowable Biological Catch）の算出が行われ（佐

野ら，１９９６），ABCに基づき北海道庁が定める許容漁獲量

（TAC：Total Allowable Catch）を超過しない範囲での陸

揚げが認められている。また，陸揚げ可能な漁獲物は甲
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Table１The progress of experimental fishing of the red snow crab in the Sea of Japan, off Southern Hokkaido
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幅９５mm 以上の雄のみで，漁具の連数およびかご数，網目

内径についても道庁の定める試験操業実施要領の中で上

限が定められ，その制限の中で操業が行われている。２

隻はいずれも漁期を通し専業で着業しており，一縄に１００

～２００個程度の籠を連接した延縄を数カ所に設置し，一回

の航海で３本程度の縄を揚げる。その他の漁業による漁

獲や混獲は無い。

１９９６～２０１１年の資源評価および ABC の算定は，佐野ら

（１９９６）の方法に基づいて，毎年の漁獲物甲幅組成を正

規分布分解して得た齢期群が一年ごとに加齢推移する（渡

辺・鈴内，１９８２）と仮定して，CPUE（Catch Per Unit

Effort：一かご当たりの漁獲尾数）と漁獲効率から計算さ

れる年齢別資源尾数の推移に基づき行われた。

一方，現行の評価方法については，近年，日本海の本

州沖合海域のベニズワイで雄の最終脱皮の可能性が指摘

されている（養松ら，２００７）ことから，甲幅組成を年齢

組成に変換して行う方法を改める必要が生じた。また，

着業者からは，毎年の好・不漁感や漁獲物のサイズ組成

に大きな海域差があるという印象が報告されるとともに，

細分化した海域ごとに漁獲量の上限値を定める必要性に

ついて意見が出されている。しかし，これまでの資源評

価結果からはその実態を十分に吟味することができてい

ない。今後も持続的な資源利用を図っていくためには，

資源評価方法を改善し，資源状態をより詳細に理解して

いく必要がある。

そこで，これまで蓄積された試験操業データに基づき，

ほぼ現行の着業体制となった２００１年以降（Table１）につ

いて，DeLury 法に基づいて，漁獲効率を算定して操業の

集中する海域ごとに毎年漁期初めの資源尾数を推定し，

推定された資源尾数，漁獲割合，漁獲物の甲幅組成の年

推移から資源評価を行った。

試料及び方法

操業場所の評価 操業位置を報告するための緯・経度５

分刻みに区切られた角形の漁区ごとに操業回数を集計し

て，操業が多く行われている海域を検出した。

資源評価 一般に DeLury 法による資源尾数の推定では，

対象資源の漁期中の移出入や自然死亡が無視でき，資源

尾数は漁獲によってのみ減少を続けている状態であると

仮定できることが適用条件となる（山川，２００１）。結果に

後記するとおり，操業が集中するのは奥尻島より北側の

陸棚斜面域，奥尻海脚の東側斜面域，松前海台周辺，小

島堆周辺の計４海域に大別された。これら４海域の間は

起伏が大きく（Fig．１），約半年間の漁期中に，海域間相互

の移動や一つの海域内でベニズワイの分布状態が著しく

変化することは考えにくい。また，操業海域においてベ

ニズワイ成体を捕食する生物を想定できないことから，

漁期中の自然死亡は漁獲による減耗に比べると微少と考

えられる。これらのことから，操業の集中する４海域ご

とに DeLury 法によって資源尾数を推定することは妥当と

判断した。

１．漁獲尾数の推定 着業者より操業実績として報告さ

れる漁獲重量データから，毎年の旬（毎月の上・中・下

旬）・海域別の漁獲尾数を推定した。

入籠した個体全てが出荷されるわけではなく，甲幅９５

mm 未満サイズは海中還元され，さらに許容漁獲量に対し

て漁獲状況が好調な場合は，９５mm以上であっても小型銘

柄に相当するサイズが現場で海中還元されている。海中

還元された個体の生存状態は不明であることから，資源

の過大評価につながらないよう死亡したものとみなし，海

中還元された分を含めた９５mm以上の漁獲尾数を推定した。

陸揚げされた漁獲物は甲幅の大小に応じて３銘柄に仕

分けられ出荷される。松前根拠船による漁獲物の仕分け

規格は，２００３年まで大型が甲幅１２．０cm 以上，中型が１０．６

～１１．９cm，小型が９．５～１０．５cm，２００４年以降は大型が１２．０

cm 以上，中型が１０．４～１１．９cm，小型が９．５～１０．３cm，江

Fig．１ A map showing the fishing area of the red snow crab
in the Sea of Japan, off Southern Hokkaido.
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差根拠船では，大型が１２．０cm以上，中型が１０．０～１２．０cm，

小型が９．５～１０．０cm である。

推定の対象とする着業船・旬・海域ごとに漁獲物測定

データを用いて，海中還元の無い「中型」と「大型」の

漁獲量を，これらの銘柄の選別サイズ（上記）に含まれ

る測定データに基づいて尾数換算した。これによって得

られた中～大型の漁獲尾数に，測定データのうち「中型

サイズ以上の尾数」に対する「９５mm以上中型サイズ未満

の尾数」の割合を乗じることで，９５mm未満サイズの海中

還元分も含めた漁獲尾数とした。

２．漁獲効率の設定 本来，DeLury法では漁期中のCPUE

の減少傾向から初期資源尾数と漁獲効率が同時推定され

る。しかし，双方の推定パラメータは相関が強いため，

それらを個々に精度良く推定することは困難であり，漁

獲効率と初期資源尾数の推定値は逆相関を持って推定さ

れる傾向にある（山川，２００１）。年・海域ごとの資源尾数

が，未知のパラメータである漁獲効率と連動して推定さ

れる状態で，その値に基づいて資源の年変動を検討する

ことは困難と考えられた。そこで本稿では漁獲効率のみ

を求め，それを固定パラメータとして扱い，事後的に資

源尾数を計算する手順で進めた。

まず，次の DeLury 第二モデルを用いて，最小二乗法に

より，l 年，m 海域の漁獲効率 ql, m と初期資源尾数 N0, l, m

を推定した。

（１）

ここで，Ct は期間 t（旬；１０～１１日）における漁獲尾数，

Xt は期間 t における漁獲努力量（ここでは操業回数）で

ある。

一方，推定された N0, l, m（対数値）は当該年・海域の年

間 CPUE l, m（対数値）に比例することを前提として，次

の値を求めた。

（２）

（３）

ここで，N0, ave と CPUEave はそれぞれ N0 とCPUEの年・

海域平均を示す。２式の分子第２項を当該年の CPUE

から予測される資源尾数の期待値とみなせば，第１項

N0, l, m との差が０に近い年・海域の N0, l, m ほど妥当に推

定され，必然的に１式で同時推定される漁獲効率 ql, m

も妥当な推定値となっていると考えた。そこで，ql, m を横

軸に，Dl, m を縦軸にとった散布図より Dl, m≒０となる ql, m

を求め，その値をすべての年・海域に共通の漁獲効率と

して用いた。

３．資源尾数の推定 漁獲効率を既知パラメータとすれ

ば，初期資源尾数は漁獲尾数と漁獲努力量を用いて漁獲

方程式から計算が可能であるが，本稿では，ベニズワイ

の分布特性が年・海域に応じて変化することが漁獲の多

寡に少なからず影響すると考え，次のDeLury一般化モデ

ル（Phiri et al.,１９９９）を用いることとした。DeLury 一般

化モデルは，対象資源の分布特性を一様分布からランダ

ム分布，集中分布まで幅広く表現できる Taylor’s Power

Low を組み入れた拡張型モデルである。その尤度関数は，

（４）

である。ここで，α, βは生物の集中度を表現する推定パラ

メータ，また，

である。MS-Excel のソルバー機能を用いて４式の対数尤

度を最大化する N0，α，βを同時推定した。また推定パラ

メータ N0 の９５％信頼区間は尤度比検定の枠組みで求めら

れる（平松，１９９２）。すなわち，

（５）

「＾」は各最尤推定値，χ２（０．９５，１）は自由度１の χ２分布

を表す。

結 果

Fig．２に，緯・経度５分刻みの漁区別に，２００１～２０１１年

の年平均操業回数を着業船別に示す。着業する２船は一

部海域で入会操業があるものの，基本的には異なる海域

で操業しており，概観して操業回数の多い海域は，Ⅰ．

奥尻島北方の陸棚斜面域，Ⅱ．奥尻海脚の東側，Ⅲ．松

前海台周辺，Ⅳ．松前小島（小島堆）周辺に大別できた。

海域ⅠとⅡ，海域ⅢとⅣではそれぞれ江差根拠船と松前

根拠船による操業が大半を占めていた。そこで，資源尾

数の推定は，図中の太枠で示すこれらの４海域ごとに行

うこととした。なお，推定を簡単にするため，海域Ⅱと

海域Ⅳの間にある入会海域は対象外とし，各海域で優占

する船ではない方の実績は除いた。すなわち，各海域の

評価はどちらか１隻のみの実績に基づいた。これ以外に，
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枠中に含めなかった漁区を含めた漁獲量は全体の５％程

度であったことから，結果の解釈には大きく影響しない

と判断し解析を進めた。

Table２に，２００１年以降の４海域それぞれにおける漁獲

尾数推定値，操業回数，前者を後者で除した CPUE 値を

示した。漁獲尾数は約２～１７０万尾の範囲で推定され，年，

海域によって大きく変動していた。操業回数は海域Ⅱで

最も多かった。CPUEは各海域ともに２００４年頃から２００７年

頃にかけ増加し，その後は海域Ⅳを除いて減少傾向となっ

た（Fig．３）。

１式に基づき，年・海域ごとに累積漁獲努力量（操業

回数）に対して CPUE 対数値を直線回帰すると，２００８年

の海域Ⅰを除くすべての年海域で回帰直線の傾きは負値

となり（Fig．４），２００８年・海域Ⅰを除く３７の年・海域につ

いて初期資源尾数と漁獲効率を推定した。その結果はFig．５

に示すとおりで，２式の計算値と漁獲効率推定値は，漁

獲効率のばらつきが大きく，漁獲効率が大きいほど初期

資源尾数は小さく推定された。対数関数を当てはめ X

軸との交点を求めたところ０．００６６３となった。そこで以降

の資源尾数の推定では各年・海域の漁獲効率を０．００６に統

一して用いることとした。

各年・海域の資源尾数とその９５％信頼区間，資源源尾

数推定値と漁獲尾数（Table２参照）との比である漁獲割

合は，Table３に示すとおり推定された。４式で同時推定

されるパラメータ（α, β）は，αが０．０１６～１５．８６，βが０

～１．９６の範囲で推定された。資源尾数推定値については

その年推移をグラフで示した（Fig．６）。資源尾数はCPUE

の推移（Fig．３）と相似的に推移しており，いずれの海域

Fig．２ Average annual number of fishing operations at each fishing site. Figures drawn on the left and right sides show the records
for vessel basing at the Port of Esashi and the Port of Matsumae, respectively.

Fig．３ Annual changes in CPUE on the basis of estimated
catch.
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でも２００４年頃から２００７年頃にかけて増加傾向が認められた

が，その後は海域Ⅳを除いて減少傾向となった。海域Ⅲ

における２００６年から２００７年にかけては前後の年より資源尾

数が多く推定されたが，それ以外は，資源尾数の水準に

海域間で大差がなかった。漁獲割合については，海域Ⅱ

で平均して４０％前後と高く，海域Ⅰで２０％前後と最も低

く，資源尾数が増加した２０００年代半ば以降では海域Ⅲで

減少したが，他の３海域では一方向的な増減の傾向は認

められなかった（Table３）。

前年の残存尾数（前年の初期資源尾数から前年の漁獲

尾数を減じた値）から当該年の初期資源尾数を減じた値

は，ほとんどの海域で正値を示したが，海域Ⅲでは２００６

年以降の減少傾向がみられた（Fig．７）。

Fig．８に，各年・海域における漁獲物測定結果のうち甲

幅９５mm 以上のデータを当該の資源尾数推定値で引きのば

して得た甲幅組成を，Fig．９には甲幅の平均値，甲幅９５mm

以上１００mm 未満の資源尾数，甲幅１１０mm以上の資源尾数

の推移を海域別に示した。各海域ともに２００６～２００７年頃に

甲幅９５～１００mm サイズの資源尾数が増加し，これに伴い

平均甲幅は減少した。海域Ⅲ，Ⅳではそれ以降も９５～１００

mm サイズが漸増したが１１０mm 以上の資源尾数は著しく

減少し，これに伴い平均甲幅も減少傾向となった。海域

Table２Estimated catch in number, frequency of the fishing operation, and CPUE for every year and fishing area

Table３Estimated stock size in number, upper confidence limit（95％），lower confidence limit, and exploitation rate for every
year and fishing area
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Fig．４ Relationships between fishing effort and CPUE for every year and area.
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Fig．５ Relationship between estimated catching efficiency（q）
and standardized difference（see equation 2）. The fitted
curve indicates a logarithmic function.

Fig．７ Annual changes in the difference in initial stock size from
the residual stock size of the preceding year（solid lines）.
The broken lines indicate the annual change in catch.

Fig．６ Annual changes in stock size in every fishing area. The
vertical lines indicate a 95% confidence limit.
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Fig．８ Frequency distributions of carapace width of the red snow crab for every year and area.
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Ⅰ，Ⅱでは最近の９５～１００mmサイズに減少が認められた。

甲幅組成の推移には，一般的な魚類資源の卓越発生群の

推移にみられるような毎年のサイズ組成のモードが年と

ともに大型化していくような傾向は，いずれの海域にお

いても認められなかった。

考 察

本稿では，北海道日本海南西部沖のベニズワイ資源の

評価を行うために，２００１年以降の試験操業で得られた漁

獲量と漁獲努力量データに基づき資源尾数の推定を行っ

た。DeLury 第二モデルを用いて漁獲効率と資源尾数を推

定したところ，漁獲効率の推定値は大きな幅をもって推

定された（Fig．５）。漁獲効率は，一回の操業あたりの敷設

かご数や敷設時間，籠餌料の種類，ベニズワイの摂餌要

求度といった生理的状態，他種の分布量といった無数の

要素が絡んだものとなる。したがって，その時々や場所

に応じて大きく変動すると考えられるが，Fig．５の結果の

ような大きさで年・海域間で変動するような具体的要因

は見当たらない。そこで本稿では，初期資源尾数とその

年の CPUE が比例関係にあるという前提に立ち，年・海

域に共通の漁獲効率を０．００６として推定しこれを用いた。

漁獲効率を比較検討できるような既往知見が見当たらな

いため，値自体の妥当性の検討はできなかった。しかし，

一般に漁獲管理の場面では，漁獲効率や自然死亡係数と

いった本来的には未知なパラメータを用いて推定した資

源量については，絶対量として運用するよりは相対資源

量として捉え，その年系列を扱った方が漁業の実勢に即

した現実的な対応がとりやすいと考えられる。２００１年以

降は操業体制に大きな変化がなく着業船も同じ特別採捕

許可方針のもと操業しているため，漁獲効率の傾向的な

年変化や船間での大きな違いは考えにくいことから，固

定値とすることに大きな問題はないと考える。ただし，

今後，具体的な ABC 算定の作業等に際して本稿の結果を

用いる場合は，与える漁獲効率を変化させ感度分析を行

いながら諸結果の頑健性を確認することが必要である。

推定された資源尾数の推移から，本資源は２００５～２００６年

頃に全海域で資源水準の増加が認められた（Fig．６）。この

時期に各海域の甲幅９５～１００mm サイズの資源尾数が増加

した（Fig．９）ので，漁獲対象サイズにまで成長したカニ

の新規加入があったと考えられる。海域Ⅰ，Ⅱでは２００９

年頃まで９５～１００mm サイズの加入が続き，大型ガニの資

源尾数にも減少傾向がないので，安定した資源状態で推

移してきたと考えられる。しかし，最近は小型ガニの資

源尾数が著しく減少している推定結果となったので，今

後の動向には注意を払う必要がある。海域Ⅲ，Ⅳではい

ずれも２００７年に突出して小型カニの加入があり，以降も

４０～５０万尾の水準で漸増してきた。しかし，Ⅰ，Ⅱとは

異なり大型ガニの資源尾数は減少を続けてきた。これら

の海域だけで考えれば成長乱獲の可能性があるが，ベニ

ズワイは時間をかければ相当の距離を移動するという標

識放流研究の結果（山洞，１９７６）を考慮すると，成長に

伴い海域外に移動している可能性もあり，その実態は不

明である。Ⅲ，Ⅳは一方の着業船の専有漁場であること

から，今後の操業に向けては当該船の漁獲状況の注視，

着業者からの聞き取りを充実させるといった取組が必要

である。また，資源尾数と同時に推定されるパラメータ

（４式の α，β）は本来，対象生物の分布特性を表現した

推定値となるが，本稿の検討では海域や年に応じた特徴

が現れず，推定値間の関係などを含めた十分な検討がで

きなかったことが今後の課題となった。

本研究は１１年間の資源評価であるため，今後の加入状

況や資源水準の長期動向を予測することは難しいが，Table

Fig．９ Annual changes in stock number with respect to carapace
width from 95 to 100 mm（solid lines）and 110 mm or
more（broken lines）．The dotted lines indicate change
in average carapace width.
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１の漁獲量推移からは，資源水準が年代に応じて緩やか

に増減を繰り返していると考えられる。以前のデータは

不備も指摘されているため（長澤ら，１９８８），長期的な資

源変動を推論することはできないが，これまでのパター

ンが今後も続くとすると，今後しばらくは資源水準の減

少傾向が継続する可能性がある。資源量推定値や CPUE

の減少局面で，許容漁獲量を十分に下げることができな

いと，資源水準の極端な減少につながる可能性が指摘さ

れている（星野，２０１２）ので注視が必要である。

漁獲割合は２０～４０％程度と推定され，海域Ⅱで最も高

い値であった（Table３）。海域Ⅱは港からの航走距離も近

いことから操業回数が最も多い（Table２）ことが主要因

と考えられる。また，漁期終了後から半年後の漁期開始

までに増加した資源尾数（海域への加入尾数）を漁獲尾

数が連続して上回る状態で推移していれば，漁獲割合が

過大となっている可能性があると考えたが，平均的には

漁獲尾数とほぼ同程度の値で推移していた（Fig．７）。この

ことから，近年の許容漁獲量は資源水準に対し概ね妥当

な水準で設定され，漁獲管理が適切に行われていると考

えられた。
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